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最近における中国家電品流通の特徴
――優越的地位変動の視点から――
関 根 孝＊
はじめに
中国家電品流通は，近年，大きく変化している。特
に小売市場における競争が激化しているが，その状況
について筆者らの今までの研究成果をもとに，小売市
場を特徴付けている異業態間競争，市場の垂直的関
係，立地の 3つの要素からみてまとめてみよう1）。
第 1は異業態間競争の激化である。中国の家電品流
通では，蘇寧電器と国美電器の大手家電量販店の成長
ばかりが目立つが，全国シェアでみると両社併せてま
だ 3割にも満たない。都市の規模によっては百貨店が
主要な家電品の販路になっていたり，カルフールや
ウォルマートなど外資系を含む総合超市（日本の総合
スーパーに相当する）が家電品販売にかなりの力を注
いでいたり，家電メーカー系列の専売店（系列店に相
当する）も頑張ったりしている地域もある。また，
ネットショッピングもテイクオフしている。家電品の
小売流通に関する限り異業態間競争は活発化の傾向に
あるとみられる。
第 2に，中国では日本や韓国と比べるとメーカーに
よるマーケティング・チャネルの系列化の形成が遅れ
た。その理由としては，社会主義計画主義時代に多く
の中間流通機能を担っていた国有卸の多くが新たな産
業の勃興に対応することができなかったこと，生産段
階のメーカー数が多く非常に競争的市場構造であった
こと，家電メーカーは単品生産か狭い製品ラインの
ケースが多く水平的多角化が遅れたことなどが指摘さ
れる。この 20年間を振り返ると，家電メーカーによ
る系列化や家電販売店のチェーン化が同時並行的に進
行しており，また，地域によりかなり異なる展開をみ
せている。現在の状況を俯瞰すると，都市市場は家電
量販店が，地方市場は家電メーカーがリーダーシップ
を発揮しているとみられるが，中国市場の大きさや複
雑さを考えると，その傾向はそれほど顕著とはいえな
いのではないだろうか。たとえば大都市の小売市場で
は，百貨店や総合超市が家電品販売でかなりのシェア
を占めているケースがあるし，後述するように，地方
では地域に根付いた家電量販店が登場し，メーカーの
専売店チャネルに大きな影響を及ぼしているところも
ある。
第 3に，小売業にとって最も重要な財産である立地
についてであるが，中国も日本と同じように，都市計
画が不十分で立地選択の自由度は高く，市街地，街は
ずれ，新たに開発された郊外などいずれの地域でも家
電店は増加しており，地域間・集積間競争が高進して
いる。国美電器の例でみると，出店地域はほとんど人＊ 専修大学商学部教授，E−mail : tksekine@aa.cyberhome.ne.jp
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口が 150万人以上の 1級都市と 2級都市であるが，立
地特性によって，旗艦店，標準店，専門店と店舗規模
を使い分けているし，かつては路面店が多かったが，
最近はショッピングセンターのテナント出店も増えて
いる。また，近年急速に普及しつつあるネットショッ
ピングは，従来の立地に根付いた市場概念を変容さ
せ，マーケットスペース化（市場情報空間化）させて
いる。京東網上商城をはじめとするネット企業が急成
長，大手家電量販店もネットショッピングの事業展開
を開始し，ネットショッピングはテイクオフした。家
電品市場においてもマーケットプレイスからマーケッ
トスペース化への変化が進み2），そこでは顧客に対し
て情報の広がり（リーチ）と情報密度（リッチ）を同
時に高めることができるようになった3）。
さらには，中国の家電市場もようやくグローバル化
への歩みを始めた。世界最大の家電量販店である米ベ
ストバイは，2005年，江蘇五星電器を傘下にし，07
年には上海の繁華街・徐家匯に自前店舗をオープンし
た。ベストバイは成功しなかったが，その後ヤマダ電
機，独メトロ，ラオックスなどの中国市場への参入が
続いている。
本論文の目的は 2つある。ひとつは，小売市場にお
ける競争を特徴付けている異業態間競争，商品流通の
主導権，立地の 3つの要素に，マーケットスペース化
とグローバル化の視点を加えて，その後の変化，特に
2000年代後半以降の中国家電品流通の具体的状況を
多くの資料や現地調査を交えて明らかにすることであ
り，もうひとつは，小売競争の激化が大手家電メー
カーの研究開発費を枯渇させ，生産技術の向上を阻害
しているのではないかという仮説を検証することにあ
る。日本とも韓国とも異なる展開を見せている家電品
マーケティングと流通構造は，中国の消費者の経済的
福利厚生に関してどのような影響を及ぼしているので
あろうか。
Ⅰ 中国家電品流通における最近の動き
「2009－10年 中国小売企業経営状況分析レポー
ト」によると，蘇寧電器は「中国チェーン店トップ
100」の第 1位で，中国の最大小売企業になった（中
国連鎖店協会［2011］）。前年度トップだった国美電器
は 09年に 300余店を閉店したのに対して，蘇寧は出
店速度を早め，同期に新たに 100店舗をオープンさせ
た。しかし，この時期の中国家電全体売上高 11，760
億元であるが，大手 3社の蘇寧，国美，江蘇五星電器
の売上高が合わせて 3，000億元であるのに対し，残り
7，000億元から 8，000億元は地域量販店や一般電器店
（専売店と呼ばれるメーカーの系列店を含む）が分け
あっている。
特筆されることは，地域量販店と一般電器店は地域
性や「家電下郷」政策4）などの利点を利用して，3，4
級の家電市場に適した商業モデルを構築し，大手家電
量販店からシェアを奪っていることである。また，家
電市場においても，電子商取引を用いてネット販売業
務を営む企業が急速に成長するようになっている。さ
らに，ベストバイが買収した江蘇五星電器は，家電量
販店として蘇寧電器と国美電器について第 3位の地位
にあるが，業績不振で経営が揺らいでおりその動向が
注目されている。
（1）地域家電量販店チェーンとB to C の発展5）
2009年，蘇寧電器，国美電器，百聯集団は連続し
て「中国チェーン店トップ 100」のベスト 3になり，
蘇寧はトップに立っている。10年初，蘇寧電器は香
港第 3位の家電専門店チェーン「䌔射電器」（年間売
上高が約 13億香港ドル，店舗数 22店舗）を買収し，
香港に本格的に進出すると発表した。蘇寧電器の速報
によると，10年 1－6月期，蘇寧電器売上高が 361億
元で 32％増，純利益も 56％増加して 20億元になり，
新店舗は 134店舗出店し店舗数は 1，075店になった。
一方，国美電器の速報によると，国美電器は同時期の
売上高は 249億元で 22％増であった。
2009年，国美電器が 300店以上を閉鎖したのに対
し，蘇寧電器は 100店舗を出店し売上高は 583億元に
のぼり，国美を 160億元も上回った。国美は各店舗の
収益性改善に努めたが，企業内部の紛争が経営管理に
大きく影響したとみられる。
中国商業部によると，この時期の中国家電品全体の
売上高に対する大手 3社合わせたシェアは 4分の 1に
過ぎず，残りは一般電器店と専売店，それに最近成長
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している地域家電チェーンなどが市場を分けあってい
る。同時に，商業部・家電下郷管理中心が発表した
データでは，2009年，「家電下郷」で登録された販売
額が 692億元だが，3，4級市場で 600余の店舗をも
つ蘇寧電器と国美電器はまだ 5％のシェアしか占めて
いないという。
2009年 2月から「家電下郷」政策と「以旧換新」政
策（都市部の消費者に買い換え時に補助金を出す政
策）が実施され，1，2級市場で圧倒的な強みをもつ
蘇寧と国美は 3，4級市場でも積極的に出店したが，
地域家電流通企業に対し優位な地位を築くことはでき
なかった。たとえば，「滙銀家電」（江蘇省，揚州市）
は 3，4級都市をターゲットにして，それぞれの立地
に適した商業パターン，すなわち直営店と加盟店と組
み合わせて，ブランド代行，サービス提供，ターゲッ
ト販売，ネット販売を行うなどして，当該市場のトッ
プに立っている。
家電品のネット販売では，「京東網上商城」がトッ
プを続けている。2004年の正式開業以来，この京東
は毎年，200％以上のスピートで成長，6年間の売上
高は，1，000万元，3，000万元，8，000万元，3．6億
元，13．2億元，約 40億元である。09年に京東は，会
員が 600万人を超えて，家電品のネット販売ではマー
ケットシェアが 47％で，中国最大の B to C家電モー
ルになっている。
ここではまず，中国連鎖店協会のレポートで注目さ
れている「滙銀家電」と「京東網上商城」，そして江
蘇五星電器を巡る最近の変化をみてみよう。
フイイン
（2）滙銀家電6）
滙銀家電（子会社含む）は中国の家庭用電器および
電子用品の小売チェーンであるが，一部代理販売（卸
売り）も行っている。本社は江蘇省揚州にあり，1993
年設立された。滙銀は区，市，省，商務部など政府部
門からも地方市場における家電品流通の担い手として
認められ，3，4級市場で一定の評価をえている。
2010年，滙銀家電が香港で上場してから，投資者か
らも支持されるようになり，中国の 3，4級市場の
リーダー的存在になった。10年では，滙銀の売上高
は 18億元と前年比で 43％増加した（表 1，表 2参
照）。
1 滙銀のビジネスチャンス
中央政府の「十二・五」計画7）の実施に伴い，消費
拡大が政策方針のひとつとして策定され GDPにも影
響を及ぼしている。中国では都市化が進むとともに，
3，4級市場の発展を促した。中国国家統計局による
と，中国の 1，2級の家電市場のシェアが僅か 32％に
過ぎないが，3，4級市場は 2倍以上の 68％もある。
それに，1，2級の家電市場は殆ど飽和状態にある
が，3，4級市場これから生活水準の上昇が望むこと
ができ，巨大な潜在消費力をもっている。滙銀家電は
中国の 3，4級市場のリーダーとして，市場に合わせ
た独特な市場戦略を採用している。中国統計局による
と，2010年，江蘇省の GDPは 40，903億元，前年比
20％増，安徽省は 12，263億元，前年比 22％増加し，
さらに両省の GDP成長率は中国全体の 17％より高
く，10年，江蘇省の郷鎮における 1人当たり消費支
表 1 滙銀家電の沿革
2002 ◇揚州滙銀設立。
2003 ◇揚州で直営の 1号店を開店。◇直営店のアフターサービス開始。◇フランチャイズ 1号店を開店。◇
フランチャイズ店のアフターサービスを運営開始。
2006 ◇江蘇省以外地域初進出し，安徽省天長市直営店オープン。
2007 ◇常洲可意を買収。◇揚州で約 13，746 m2の物流センターを設立。
2009 ◇「家電下郷計画」，「以旧換新計画」ライセンス店に指定された。
2010 ◇香港で上場。
2011 ◇滙銀電子取引サイト―品易網（www.pinyi108.com）の運営開始。
出所）滙銀 HPから作成。
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出も 10，733元，前年比 9．7％増，安徽省は 8，697元，
前年比 12．6％増加している。滙銀は，江蘇省および
周辺の 3，4級市場をターゲットにした「家電下郷」
と「以旧換新政策」における家電品販売のライセンス
取得を梃子に，大きく業績を伸ばした。ちなみに江蘇
省商務庁によると，11年，江蘇省の「家電下郷」に
よる販売額は 117億元，「以旧換新」による販売額は
250億元である。10年度，滙銀集団は「家電下郷」と
「以旧換新政策」から 9．4％と 26．1％の利益率を獲
得，前年比それぞれ 3．4％と 17．7％上昇させた。
2 滙銀のマーケティング戦略
滙銀は中国の 3，4級市場に特有な市場環境に合わ
せるため，滙銀は直営店と加盟店を展開し，卸売り，
アフターサービスなどの事業を行い，それぞれの立地
にあわせたマーケティング・ミックス戦略をとってい
る。直営店は企業認知度の向上と企業の市場展開の役
割を担い，卸売りによって，企業の売上を増加させ，
加盟店と直営店に安定的に商品提供を行っている。ま
た，アフターサービスは顧客のロイヤルティをアップ
しながら，企業の利益向上に貢献している。また，直
営店は企業イメージを維持し，企業文化を伝承するの
に重要であり，直営店の設立によって，自分の販売
チャネルを構築することになる。都市中心地にある直
営店は，家電を販売するだけではなく，郷と鎮の情報
窓口，物流拠点として，また営業担当者の育成を行っ
ている。
こうした戦略によって都市と農村を互いに補完して
発展することが実現できると考えている。次のフラン
チャイジングであるが，滙銀はそれぞれの郷鎮で 1，
2の加盟店を組織する8）。加盟店では地元住民にあっ
た商売方法で販売することによって，市場情報の収集
やチャネルコントロールを行っている。2011年 11月
時点で，滙銀の郷鎮加盟店は約 300店舗ある。同一の
製品，価格，サービスを提供するビジネスモデルで，
有名なブランド家電品を販売している。加盟店は滙銀
の企業認知度の上昇によって，販売，納品，アフター
サービス，人事などがスムーズになり，業者から受け
取るリベートが増えている。同時に滙銀も加盟店に
よって，新しい販売ルートを効率的に拡大している。
中国家電市場は，3，4級市場がまだまだ発展余地
があり，卸売り事業も有望である。滙銀家電は卸売り
で利益をえて，より広い効率的なサプライチェーンを
構築しながら，メーカーに便利な販路を提供，メー
カーとの関係を強化している。成熟したブランドに対
して，滙銀が特定地域をターゲットとする子会社を成
立する。そこでサプライヤーと提携して，代理販売を
引きうける。これにより，滙銀は直営店や加盟店をサ
ポートすることができるし，マーケティング・チャネ
ルを多様化し，売上拡大に結びつけている。
また，滙銀家電はアフターサービス事業を非常に重
視している。ライバル他社が AV製品に注力する傾向
が強いのに対し，同社はエアコン販売を中心において
いる。エアコンは，取り付け時の工事や故障時のメン
テナンスが必要不可欠で，滙銀では 2，3の郷鎮ごと
にアフターサービス拠点を設け，サービス，技術，品
表 2 滙銀家電の事業別売上高
単位：1，000元 ％
2009 2010
小売売上 440，331 35 769，364 43
卸売売上
加盟店から 373，294 30 448，167 25
他の小売店や代理商から 425，086 34 552，259 31
アフターサービス 9，114 1 14，446 1
総計 1，247，825 100 1，784，450 100
出所）「2010年次報告書」から作成。
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質を共通化，都会や農村地域に関わらず，便利な修理
サービスを提供している。アフターサービス・ネット
ワークの整備は，顧客に便利さを提供すると同時に，
ブランド・エクイティを上昇させた。3，4級市場で
滙銀がより高い認知度やロイヤルティを得ることがで
きた要因のひとつはここにある。なお，同社の資料に
よると，エアコンの粗利益率は 18％に達し，テレビ
の 13％，冷蔵庫の 10％，洗濯機の 10％を大きく上回
る。農村部でエアコン普及率がわずか 9．8％にとどま
り，今後需要の急増が見込まれることも有利に働くと
考えられる。
さらに，効率的な物流と在庫管理を行うとともに，
情報管理システムの確立に務めている。滙銀家電は中
心都市の周辺部にある人口密度の高い，生活インフラ
が比較的整っている鎮や郷に出店しているが，15キ
ロメートルごとにひとつずつの物流センターをおき，
情報武装化により統一的にコントロールしている。商
品運送は，企業直営の運送部門とアウトソーシングの
2つのパターンがあり，臨機応変に対応，コストを節
約し，効率もアップさせている。2010年末までに，
企業の物流センター 18カ所，総面積 36，000 m2余に
達している。
滙銀家電の従業員数は 841人（2009年）から 1，624
人（2010年）と 1年間で約 2倍に増えた。企業が急
成長する場合，いかにすぐれた人材を集め育成してい
くのかが大きな課題となるが、滙銀は人的管理とし
て，従業員全体に商品知識，マーケティング・マネジ
メントなどの研修を行っている。2010年 6月に設立
された「企業大学」滙銀商学院は，年間 108回授業を
行い，8，000人余が受講している。
（3）京東網上商城9）
中国におけるネット通販の最大手タオバオの柱は C
to C（個人対個人）取引で，ネット上での売買仲介で
成長した。一方，京東商城は B to C（企業対個人）で
中国最大の規模を誇る。主に取り扱うのは，家電やパ
ソコン，携帯電話などである。中国では「3 C（コン
ピューター，コミュニケーション，コンシュー
マー）」と呼ばれる製品である。
創業者の劉強東 CEO（最高経営責任者）は大学卒
業後，外資系企業勤務を経て 1998年に DVDプレー
ヤーなどの販売会社を設立し，毎年のように売上高を
2～3倍に増やし，2009年の売上高は 40億元（約 540
億円）で，10年には 100億元（約 1，350億円）を達
成，国内 B to C市場の 32．5％を占めた10）。京東商城
は自ら商品を仕入れて販売，基本的に正規品のみを扱
い，「ホンモノが安心して買えるサイト」としての地
位を築いてきた。家電量販店は場所貸しモデルのため
表 3 滙銀の地区別店舗数
自営店 加盟店 自営店 加盟店
江蘇省 40 222 安徽省 13 5
揚州 21 120 淮南 6 0
泰州 7 34 宣城 3 0
蘇州 5 7 巣湖 2 1
淮安 3 1 䈯州 1 4
鎮江 2 4 黄山 1 0
南京 1 2 総計 53 227
鹽城 1 2
常州 0 37
無錫 0 13
連雲港 0 1
南通 0 1
表 4 滙銀の商品別売上高
単位：1，000元 ％
2009 2010
エアコン 838，566 68 1，100，581 62
テレビ 195，756 16 324，918 18
冷蔵庫 88，164 7 142，883 8
洗濯機 47，008 4 91，170 5
その他 69，217 6 110，238 6
総計 1，238，711 100 1，769，790 100
（出所）「2010年 財務報告年報」から作成。
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に大量仕入れによる仕入割引が少ないが，京東は在庫
リスクを抱えることにより安く仕入れ安く販売するの
で，価格は家電量販店より数％安いとされる。
最近は，競争企業も参入，タオバオの家電販売城や
蘇寧電器の通販サイトとの競合が激しくなり価格優位
性が保てなくなってきている。そこで，京東商城では
サービスの充実によって他社との差別化を図ってい
る。京東の強みは自社配送をもつことであり，最近で
は広い範囲の配送，返品や修理時の商品引き取りにつ
いて輸送費を無料化した。またスピードを売りにし
て，北京，上海など大都市 12市においては，午前 11
までに受注した商品は当日配送するようにした。2009
年までに全国 5カ所（華北，華東，河南，西南，華
中）に物流センターと，それに準ずる物流施設を瀋
陽，西安，杭州などに構築，各地に配送拠点も 130カ
所以上設けている11）。さらに，物流インフラの拡充に
重点をおき，北京に敷地面積 30万m2というアジア
最大の物流センターの建設計画を進めているのを筆頭
に，上海や四川省成都などにも大規模な物流センター
を建設する予定である。その為に，2010年，米ヘッ
ジファンドのタイガー・グローバル・マネジメントか
ら中国でのネット・ベンチャーとしては過去最大規模
の 1．5億ドル（約 138億円）の資金調達に成功し，そ
の大半の資金を物流網の拡充に充てた。
アマゾンドットコムの成功が示すように，ネット通
販でも「先発者優位の原則」が貫徹しており，顧客基
盤と物流網を先に抑えた企業が主導権を握る好例にな
る可能性が高い。「中国版アマゾン」の座を巡る先陣
争いでは，現時点では京東商城が最も有利な地位にあ
るといえそうである。
（4）揺れるベストバイ－江蘇五星電器12）
現在，ベストバイ－江蘇五星電器は家電量販店とし
て，蘇寧電器と国美電器について第 3位の位置にあ
る。そのベスト・バイが中国で米国流店舗「ベスト・
バイ」を閉鎖した。中国には 2010年 11月時点の店舗
数は，ベスト・バイが 9店，ファイブ・スターが 159
店あったが，このうちベストバイを不振ですべて閉店
した。併せて上海に設置していた販売本部も閉鎖，家
電量販業務を子会社の江蘇五星電器に統合する。不振
が続いていた「ベストバイ」ブランドでの小売り業務
を事実上廃止する。上海の繁華街，徐家匯に立地する
1号店をはじめ，蘇州，杭州，北京などの店舗もすべ
て閉鎖する。一部では「ベストバイ」としての事実上
の中国市場撤退との見方も出ているが，同社は「あく
まで店舗を閉鎖するだけで，五星電器や買い付けセン
ターは残す。撤退ではない」などとし，戦略上の調整
であることを強調している。
一方でファイブ・スターは，2012年 2月期までの 1
年間で 40～50店をオープン，店舗総数を 200～210店
まで増やす計画としている。中国の消費者は家電を購
入するとき低価格が重要な尺度で，中国の家電市場は
急拡大しているため競合は激しいが，ファイブ・ス
ターの方が消費者になじみがあり価格競争力が強いと
判断したと考えられる。ただ関係者の間には，五星電
器が過去 2年にわたり店舗開設を行っていないこと，
また売上高の伸び悩みが続いていることなどから，五
星電器の急速な事業拡張は疑問視されている。
ベストバイは2006年，家電量販で当時業界4位だっ
た五星電器を買収し子会社化した。07年からはベス
トバイでの店舗展開を開始，地場系大手と異なり，家
電メーカーの派遣要員を使わない，製品別の売場構成
などが注目を集める一方，店舗展開の遅さや高い価格
設定などにより売上の伸び悩みなどが指摘されてい
た。関係者によると，大手の国美電器や蘇寧電器に押
される形で，09年の売上総額が計画を大きく下回る
10億元（約 126億円）程度にとどまるなど，不振が
続いていたという。こうしたベストバイの動きに対し
て，既に中国に進出し店舗拡大を計画中の独メトロ傘
下のメディア・マルクトや国美電器などがM＆Aに
名乗りをあげたが，11年 6月，国美電器がベストバ
イの一部店舗を買収した。
Ⅱ 蘇寧電器と国美電器の最近動向
蘇寧電器と国美電器について最近までの動向は既に
紹介済みであるので（関根［2009］），ここでは両社の
主に 2000年代以降の変化についてみてみよう（表 5
参照）。
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（1）蘇寧電器の動き13）
蘇寧電器（江蘇省南京市）が 2009年に買収したラ
オックスは，南京市内に出す中国 1号店「楽購仕生活
広場銀河」（ラオックスライフ）を 11年大晦日に開業
した。売場面積は 1万 2，000 m2で，家電製品のほか，
腕時計や日本の玩具などの売場を設けた。蘇寧は，単
に売場を賃貸する「メーカー任せ」の「売らない小売
店」の営業方法から脱却して，ラオックスから日本流
の自社で接客する店舗の展開を始めた。蘇寧は 11年
6月，ラオックスが実施する 90億円の第三者割当増
資を全額引き受け，持ち株比率を 6割強に引き上げ，
子会社化すると発表した。「ラオックスの重要な役割
の一つは，蘇寧が自ら販売する力を養うことだ」と，
同集団の上場子会社，蘇寧の孫為民・副董事長は記者
会見で子会社化の意義を強調した。中国の家電量販店
はテレビや冷蔵庫など製品別の売場をメーカーごとに
分けてメーカー派遣の従業員に販売させる営業方法が
ほとんどである。家電量販店は売場の場所貸しの色が
濃く，社員は店舗管理が主な業務であり，商品を売る
ノウハウはもっていない。蘇寧はラオックス子会社化
に先立って，20年までの経営戦略を発表した。総店
舗数を現在の 1，500店弱から 3，500店にまで増やし，
店舗売上高は 3，500億元（約 4兆 2，000億円）を目指
す。実現に向けて日本流のノウハウを取り入れ「売ら
ない小売店」からの脱皮を図る計画である。
中国でも売場に商品を置いておけば売れる時代は去
りつつある。ラオックスの子会社化を機に今後 5年間
で「ラオックスライフ」を北京や上海など 25都市 150
カ所に開く。「自社の従業員ならば接客などでも他店
と異なる特徴が出せる」（蘇寧電器・蒋勇副総裁）。日
本の家電量販店のように家具や玩具，日用品なども扱
い，一部売場に自社の従業員が直接，接客・販売する
売場を導入する。また，インターネット通信販売事業
も拡大する。2010年に立ちあげたネット通販「蘇寧
易購」の売上高は，10年の約 20億元から 20年には 3，
000億元と店舗売上高に匹敵する第 2の柱に育てる予
定である。衣料品や化粧品などに幅を広げ，主要都市
では注文から半日で配達できるようにしている。ネッ
ト通販もサイトのデザインで集客が左右されるだけに
店舗同様に自社の販売力が問われることになる。一
方，国美電器もインターネット販売事業を強化するた
め，10年に家電販売のウェブサイト「庫巴網」を買
収した。
蘇寧電器は 1990年，張近東がエアコンの卸と兼ね
て南京市に売場面積 200 m2弱のエアコン店を開いた
のが始まりである。中国チェーンストア経営協会調べ
では蘇寧の 10年の売上高は 1，562億元で，2年連続
で中国小売業のトップに立っている。「蘇寧の強みは
サービスにある」（孫副董事長）。販売そのものはメー
カーに任せる一方で，蘇寧は情報システムや物流体制
などを整備して後方支援を充実，サービス水準を上昇
させてきた。
中国政府による「家電下郷」や「以旧換新」という
景気刺激策を背景に，整備された情報システムと物流
体制が蘇寧の成長を支えている。製品の配達までメー
カー任せの店が多いなか，「メーカーの物流体制が
整っていない農村部でも蘇寧は自社で配達してくれる
ので手間がかからない」といわれている（大手メー
カー）。家電購入補助金の手続き窓口も特設し，利便
性を高めた。さらに，物流の効率化に向けて，3年内
に 8億～10億元を投じ南京など 3カ所に ICT（情報
通信技術）分野の開発拠点を構え，在庫の出し入れを
自動化した大型物流拠点も 20年までに 10カ所に設け
る予定である。張董事長は，「自らマーチャンダイズ
表 5 中国二大家電チェーンの推移
単位：億元
2001 2005 2009 2010
売上高 店舗数 売上高 店舗数 売上高 店舗数 売上高 店舗数
蘇寧電器 40 91 398 368 1，170 941 1，562 1，342
国美電器 62 94 498 426 1，068 1，170 1，549 1，346
出所）中国連鎖経営協会『中国連鎖経営年鑑』各年から作成。
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を行い，販売サービスを提供する小売店への変身で
20年までに世界の一流企業に肩を並べる」と述べて
いる。それには設備の充実だけでなく，メーカー寄り
に傾きがちな経営の視点を改め，消費者目線での売場
づくりなどの変革に取り組む必要がある。蘇寧電器
は 2011年も好調を維持している。11年上半期決算
によると，売上高は前年同期比 23％増の 442億元
（約 5，340億円），純利益は 25％増の 25億元だった。
店舗数は，6月末現在，香港の 5店，日本のラオック
ス 1店の開業を含めて 146店が純増，世界での店舗総
数は 1，488店に達している14）。
（2）国美電器の動き
2008年まで中国小売業ランキングのトップであっ
た国美電器は，ここ数年は創業者にまつわるスキャン
ダルに揺れ，地位を 2位に後退させている（表 7，表 8
参照）。09年の国美の売上高は 1，068億元で，1，170
億元だった蘇寧電器に抜かれた。08年まで 3年連続
で維持した小売業トップの座を明け渡したのである。
その一方で，経営業績や店舗展開は順調に推移してい
る。08年，「国美電器」の創業者の黄光裕集団主席
（会長）は経済事件の疑いで身柄を北京市公安当局に
拘束された。09年 1月に黄は辞任し（解任という報
道もある），後任に元永楽電器の陳暁が主席に就任し
た。10年 5月，北京市高級人民法院（高裁），黄光裕
被告によるインサイダー取引事件の上訴審判決で，懲
役 14年，罰金 6億元（約 75億円），財産没収 2億元
とした一審の実刑判決を支持，中国は二審制のため，
黄被告の刑が確定した。判決によると，黄被告は企業
グループの再編に絡んで株式のインサイダー取引を実
行したほか，当局の捜査を察知し，政府関係者 5人に
計 456万元相当の賄賂を提供するなどしたとされ
た16）。
2009年 9月，国美電器が香港で開催した臨時株主
総会で，獄中の黄光裕による陳暁会長の解任提案が提
出されたが，反対多数で否決された。黄は贈賄罪など
で服役中だが，妻と合計で発行済み株式の 3割強を保
有する立場から，陳を解任して獄中から経営の主導権
を握る狙いだったが，現経営陣を支持する機関投資家
らが反対に回った。黄は「陳会長が国美電器を外資に
売り渡そうとしている」などと主張して，陳会長ら現
経営陣と激しく対立していた。解任提案が否決された
ことで，同社のお家騒動はひとまず沈静化するとみら
れた。しかし，黄は国美の店舗 1，100店のうち約 380
店を個人で所有しており，その後経営陣に揺さぶりを
かけた17）。その結果，11年 3月，ついに陳暁は主席を
辞任し，後任は元北京大中の創業者・張大中に決まっ
た。国美の内部の主導権をめぐり黄光裕と陳暁との間
に激しい闘いがあったが，創業者の黄に軍配があがっ
たといえる。
こうした「お家騒動」にも関わらず，経営上のブレ
は限定的であった。たとえば，2010年，国美電器は
表 6 蘇寧電器の規模別・地位別店舗数の推移
12月 31日現在
2008 2010 2008 2010
合計 812 1，342 合計 812 1，342
①旗艦店 112 244 1級市場 406 538
②中心店 224 373 2級市場 268 388
③社区店 476 597 3級市場 139 310
④県鎮店 － 117 4級市場 － 106
⑤精品店 － 11
注）『蘇寧電器 年次報告書』から作成。①②③の平
均売場面積は 4，213 m2，④は 1，249 m2，⑤は高
級店のこと。
写真 1 青島市内の蘇寧電器
（撮影者：趙時英）
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国内外の家電メーカーと相次ぎ大型販売契約を結ん
だ。ハイアール集団と 3年で 500億元（約 6，500億円）
の売り上げを目指す戦略提携をしたほか，シャープや
韓国 LGグループとも優先的に商品調達する契約を結
んだ。政府による「家電下郷」などにより消費が好調
な内陸部で，提携による品ぞろえの強化で売り上げ増
を図っている。ハイアールは毎年 300点の独自商品を
国美向けに製造，また，国美の有力店舗 100店を選
び，ハイアールの高級ブランドの体験コーナーを設置
した。内陸部や中小都市で両社の販売，サービス，物
流のネットワークを連携させる計画を立てている。こ
うした戦略提携が結ばれるのは中国は内陸部の中小都
市が消費をけん引する傾向が鮮明だが，メーカーが自
力で販売網を築くのは難しいことが背景にあると考え
られる18）。
また国美電器は，米家電量販ベストバイが保有して
いた上海市内の店舗を取得した。引き継いだ上海市の
旗艦店は，2011年 6月に新規オープンした。ベスト
バイは 3月，上海や北京などに展開していた 9店舗を
閉鎖，自社ブランド店の展開を断念していた。国美が
取得した店舗は広さが 1万m2の大型店で，コン
ピューターや携帯電話機など ICT関連製品の中核店
に位置付ける19）。
さらに，国美電器（香港）の発表によると，2011
年 12月期の純利益は前期比 6％減の 18億 4，000万元
（約 240億円）となった。業務用システムの刷新に伴
う費用増が利益を圧迫，また出店拡大による賃料と人
件費の増加も影響したことが指摘されている。一方，
売上高は 598億 2，100万元で，前年比 18％増加した。
連結ベースの粗利益率（1－9月期）は，前年の 17．59％
表 7 2010 年中国小売業ランキング
単位：億元，％
企業名 年間販売額 伸び率 店舗数 伸び率
1 蘇寧電器集団 1，562 33．5 1，342 41．4
2
国美電器 1，549 45．0 1，346 15．0
うち永楽電器 891 －14．3 60 5．3
うち三聯商社 102 －26．2 6 20．0
3 百聯集団 1，037 5．9 5，809 －5．6
4 大商集団 862 22．1 170 6．3
5 華潤万家 718 14．8 3，455 7．8
出所）「2009－2010年度家電業経営状況分析レポート」（『中国連鎖店年
鑑 2011年』）15）。
表 8 国美電器（香港）の規模別地位別店舗数の推移 2010 年 12 月 31 日現在
合計 国美電器 チャイナパラダイス セルスター
2008 2010 2008 2010 2008 2010 2008 2010
合計 859 826 657 678 178 128 24 20
①旗艦店 76 102 56 85 20 17 0 0
②標準店 739 700 590 590 149 110 0 0
③専門店 44 24 11 3 9 1 24 20
1級都市 537 522 380 404 137 100 20 18
2級都市 322 304 277 274 41 28 4 2
注）『国美電器（香港）年次報告書』から作成。チャイナパラダイスは合併前からの永楽電器の店舗
名，セルスターは傘下の携帯ショップ・チェーンである。
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から 1．26％ポイント上昇し，18％増となった。11年
末の店舗数は1，079店で前年末に比べ31％増えたが，
システム刷新に伴う作業負担や政府の家電購入支援策
の縮小により，1店舗当たりの売上高は 3％増にとど
まった20）。
例年，中国では年末から年明けの春節（旧正月）ま
でが消費のピークになる。近年，マーケットスペース
での家電品販売競争が激化していて，2012年，中国
の家電量販最大手の蘇寧電器のネット通販サイト「蘇
寧易購」は取扱商品を 48％掛け（52％割引）で販
売，ネット通販専業の京東商城も家電を中心に商品を
3～5割引で扱い，特典付きの販促も積極化した。ま
た，国美電器はネット通販の利用客に総額 20万元の
クーポン券が当たるキャンペーンを展開した21）。さら
に，インターネット通販大手の「当当網」と，家電の
ネット通販事業で提携、当当網のサイト内に新たに家
電販売サイトを設け，国美傘下のネット通販「国美網
上商城」が運営する仕組みを構築した。提携の背景に
は，家電のネット通販の販路拡大を目指す国美と，他
の通販サイトに比べて劣っていた家電部門の強化でサ
イト全体の利用者増を狙う当当網の思惑が一致したこ
とがあった22）。
Ⅲ 大手家電メーカーのチャネル政策
中国では家電量販店急成長し，一括集中仕入により
バイイングパワーを発揮され，業績悪化に苦しむメー
カーが増加している。上海では，2006年に既に，国
美電器，蘇寧電器，上海永楽（2006年，国美電器が
買収）の 3社で 85％のシェアに達し，量販店が新規
出店する際に要求する出店料など様々なリベートの負
担も大きくなり，メーカーの利益は圧迫されてい
る23）。そこで家電メーカー大手は，自社チャネル網の
構築や整備を急いだり，エアコンのトップメーカーで
ある格力電器（広東省珠海市）のように家電量販店と
の取引を停止したりするところも現れた。売上拡大と
価格維持のハザマで揺れ動く家電メーカーのマーケ
ティング・チャネル戦略についてみてみよう。
現在，中国全土で家電品業界を事業展開しているの
は青島の家電企業である海爾集団（ハイアール，
Haier）と海信集団（ハイシン，Hisense）2社のみと
いわれる。製品ラインが狭い中国の家電業界にあっ
て，両社はともに成長の過程で積極的に多角化を進め
てきた。海爾はグループ全体の売上高のうち冷蔵庫事
業の売上が占める比率は 1992年から 2001年にかけて
100％から 15％に，海信は主力であるテレビ事業の
占める比率は 95年から 98年にかけて 52％から 29％
に低下している（天野［2005］125頁）。現在，両社
は中国の主要な家電製品市場で高いシェアを占めてい
る。10年でみると，海爾は，洗濯機とエアコンは首
位，冷蔵庫は 2位であり，海信も薄型テレビでは首
位，冷蔵庫，エアコンなどの商品でも上位に登場す
る24）。両社ともに 92年を境に経営戦略や経営管理を
大きく転換させ，多角化と広域化を志向する成長戦略
により，両社は短期間で急成長し，中国の家電業界で
揺るがぬ地位を築いた（図 1参照）。
中国家電メーカーに共通していることは市場規模に
よりチャネルが異なることである。すなわち，第 1，
2級都市では主に蘇寧電器や国美電器などの家電量販
店と取引し，一部例外もあるが専売店は展開していな
かった。反対に第 3，4級都市では，専売店チャネル
が中心に流通機能を担っている。また，同一メーカー
の家電製品であっても，それぞれの市場におけるポジ
ションによって，中間流通が異なることが多い。こう
したなか，ハイアールを中心に新たなる専売店網づく
りが始まっている。
（1）海爾（ハイアール，Haier）
ハイアールのマーケティング・チャネルは，もとも
と自らチャネルを構築する直営方式の志向性は強かっ
た（図 2参照）。当初は大商城（百貨店）で販売され
たが，徐々に店中店（テナント）を設けるようにな
り，一方で日本の家電系列店に相当する専売店のネッ
トワークを広げていった。すなわち，企業内に販売部
門を設け，企業規模や販売地域が拡大するに従い，都
市ごとに支店を設置し小売店と直接取引を行う方針を
とった。しかしながら，1990年代前半までは家電品
市場は売手市場の状態にあり，それも需要の多くは大
都市であり，ほとんどのメーカーと同じように，大商
城中心のチャネルであった。
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1990年代に入ると，規制緩和がすすむなかで青島
の家電企業は積極的に成長戦略をとった。92年，売
上高は海爾集団が 6億元，海信集団 4億元であった
が，2001には，それぞれ 806億元と 221億元に達し
た。この 10年間に両社は飛躍的な成長を遂げ，特に
90年代後半の成長は顕しかった。その一方で，利潤
率（当期純利益／売上高）は同じ期間に海爾は 30．2％
から 1．8％まで，海信は 8．5％から 3．2％まで低下し
ている。業界をとりまく競争が厳しくなるなか，両社
は利潤率をある程度は犠牲にしながらも成長路線を進
んだといえる（天野［2005］125頁）。
1990年代後半になるとハイアールの生産力は大幅
にアップし，大商城だけの販路では不十分となりチャ
ネル政策の変更を迫られた。そこで成長してきた家電
量販店を利用するとともに，中小都市を中心に 97年
から専売店網づくりに着手した。
2000年まで，青島の本社が小売店に直接販売して
資金回収を行っていたので，法人税などはすべて青島
市に収めていた。これに対して各地政府から不満が拡
大したことがひとつの契機になり，全国に全く新規に
ハイアール工貿会社（販売会社）を設立するように
なった。現在，42の販社とともに，同数の配送拠点
も設けられている。全国の第 1級都市（主に省都）に
販売会社を設立し，省都以外の第 2級都市には資本関
係がない省級代理商（次級代理商，分銷商，流通セン
ター，販売センターなどの呼称がある），それ以外の
3・4市場では専売店を利用する。販売会社は 1級市
場の小売商と直接取引するとともに，省級代理商を通
じて 2級市場の小売商や 3級市場の小売商・専売店と
取引する（張他［2003］177－8頁）。省級代理商は，
各取引で製品毎にメーカーの販売会社から指定される
ので，流通チャネルははなはだ複雑になる。
これとは別に家電量販店を担当する大規模得意先
サービスセンターが設立されている。また，専売店は
「1県 1店舗」が原則であり，2000年までに農村を中
心に約 1，000店舗，現在はおよそ 2，000店に達してい
る25）。専売店の規模は 100 m2から 1，000 m2と様々で
あるが，ハイアール製品のみ扱うという排他的協力が
必要条件としているが，必ずしも遵守されず併売する
こと多いようである。
これまで家電メーカーは，家電量販店が新規店舗を
開くたびに数十万元の出店料を取られたり，家電
チェーン店間価格競争が激化した煽りを受けたりして
いたが，有効な対抗策をうつことはできなかった。自
社販売網を整備したハイアールでも，1，2級市場で
は家電量販店や百貨店チャネルが中心であり，全国に
構築した専売店網は 3，4級市場で機能しているに過
ぎなかった。ただし，販売価格の決定権に関しては必
ずしも小売店側が握っていたとはいえない。というの
は中国では，どの業態の家電品売場でも販売は派遣社
員が専ら行うので，このことが価格の安定に寄与して
いる（総合量販店の家電品担当者談）。従って，量販
図 1 中国液晶テレビ出荷台数シェア 2010 年 3月末
出所）『週刊ダイヤモンド』（2010年 6月 19日号）による。原デ
ータはディスプレイリサーチ調べ。
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店と百貨店の価格のスプレッドも僅かなことが，相対
的にサービス水準の高い百貨店の家電品販売を支えて
いると思われる。たとえば，2011年，青島市では国
営の利群百貨店は市内 5店舗で家電品販売額シェアは
9．4％占めている。これに対して国美電器 37店舗で
46．0％，蘇寧電器 27店舗で 31．3％であり26），個店で
みると利群百貨店の家電品売上高が群を抜いてお
り27），実際われわれが利群の家電品売場を訪問したと
きも買い物客で賑わっていた。
しかしながら，大手メーカーは大型小売店のバイイ
ングパワーに業績が大きな影響を受けているのは事実
であり，そこで量販店との良好な関係も続けていく一
方で，自社販売網をいかにパワーアップし，自社製品
の性能や使い勝手を消費者にアピール，アフターサー
ビスも手厚くして拡販し，値崩れを防止する必要に迫
られるようになった28）。
（2）新たな専売店の展開－青島華彦電器のケース（写
真 2参照）
ハイアールでは 2008年頃から，全国の 1級都市，2
級都市でも新たな専売店網づくりを始めた29）。ハイ
アールでは，新たに展開する大都市の専売店に対して
は，次のようなサポートの実施により系列店網を強化
して，家電量販店に対抗しようとしている。
①量販店とはスペックを微妙に変え，相対的に低価
格で卸す。
②ハイアールの専売店に相応しい店舗内装を施す。
③家賃や給料などの一部を手当として支援する。
④専売店が値引き販売をした場合にリベートを提供
する。
⑤本社の営業スタッフが，新製品の販売や特売時に
POPなど飾り付けを手伝う。
山東省の青島市を例にとると，こうして完全系列化
されたハイアールの専売店が，2012年 3月現在，20
店舗ある。聞き取り調査に協力してくれた専売店（青
島華彦電器）では，小売店舗 5店を展開し，その他に
下位市場やネット業者に対する卸売りを行うとともに
サービス部門（サービス要員は 70－80人）をもって
いる。日本の「でんかのヤマグチ」のビジネスモデル
が雛形という。売場面積は 200 m2かそれ以下とほと
んどが小規模だが，ハイアールの全製品を扱い，今ま
での専売店とは異なり他社製品は一切扱わない。店舗
当たり月商は月 40万元程度と売上高は大きくない
が，サービス部門や卸売り（年商およそ 800－900万
元）が業績を支えている。店舗を利用する顧客層は，
百貨店や量販店はワンストップショッピングでついで
買いをするので年齢層が比較的高く，それに対して専
売店は若い客が多いとのことである。
商品はすべて販社から現金前払いで仕入れている。
メーカーは得意先の業態により若干スペックは違え迷
彩を施しているが，専売店は百貨店や量販店より同ク
ラス製品を若干安く仕入れられるという。アフター
図 2 ハイアールのマーケティング・チャネル
出所）日本機械輸出振興組合［2004］，青島イオンに対する聞き取り調査（2012年 3月）
などから作成。
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サービスは，消費者から依頼を受けたハイアールサー
ビスセンターが，エリア毎にサービスを請け負う専売
店を指定するので，他店で購入した客のサービスも提
供している。当初，専売店とアフターサービスは別々
の経営だったが，2011年中頃から専売店とアフター
サービスは併営になった。ハイアールでは最近こうし
たサービス機能を備えた専売店を積極的に増やしてい
る。組み立てや設置サービスについて，量販店などと
比べると無料の点では変わりはないが，迅速さなどで
は他業態より優位性を保っているという。ハイアール
本社にはコールセンターと技術顧問だけでサービス部
門はもっていない。物流に関しては，青島華彦電器は
即墨市（青島市の県級市）に自社配送センターを有し
ており，商品は海爾物流センターから直接に届けら
れ，顧客の注文があると在庫があれば半日で届けられ
る。こうした新しいタイプの専売店は，果たして量販
店に対する有効な対抗力になりうるであろうか。
（3）海信（ハイシン，Hisense）
海信集団は，海信電器と海信科龍電器 2つのグルー
プ企業から構成されており，2社とも中国の上海，北
京，香港 3つの証券市場に上場する企業である。海信
は，中国において「海信 Hisense」，「科龍 Kelon」，
「容声 Ronshen」3つの知名ブランドをもつ。海信の
テレビ・エアコン・冷蔵庫製品は政府の品質保証つき
であり，中国国家はじめての輸出製品の品質検査免除
資格をもつ。現在，海信は南アフリカ，エジプト，ア
ルジェリアなどで生産拠点を設け，世界 15カ国に販
売法人を有し，海信の製品は世界 130カ国にのぼる地
域の人々に利用されている（海信 HP［2011］）。
1 技術力の海信
海信電器は，1969年に設立された国有ラジオメー
カーが前身であるが，漸次製品ラインを広げるととも
に，各地の国有家電メーカーを買収して生産拠点を全
国に広げていった。2006年には，広東省の白物家電
メーカー科龍電器を買収し，1，000万台の冷蔵庫の生
産能力を手に入れた（丸川［2007］266－277頁）。
海信グループは，中国ではじめてのイノベーション
型企業といわれ，国家イノベーション体系研究開発セ
ンターの重点企業に指定されている。中国国務院国有
資産委員会が主催した「全国十大国有企業典型」に選
ばれ，また，中国で唯一 2回の「全国品質大賞」を獲
得している。現在，海信グループは国家級企業技術セ
ンター，博士後科学研究所，国家 863成果産業化基
地30），国家タイマツ計画ソフトウェア産業基地31），デ
ジタル・マルチメディア技術国家重点実験室などを設
置している。青島，深圳，順徳，アメリカ，ベルギー
に研究センターをおき，グローバル研究開発体制を確
立している。「技術立社，穏健経営」の経営戦略のも
とで，海信グループは中国イノベーションのトップラ
ンナーとして走り続けている（海信 HP［2011］）。
写真 2 青島市内の海爾の新しい専売店
（撮影者：関根）
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海信電器は，紆余曲折を経験しながら，漸進的に経
営戦略や経営体制を近代化させてきた。かねてよりパ
ナソニックからの技術導入を通じて品質管理体制を築
いてきたが，国内では高い技術力をもちながらも，
1990年代前半までの経営は伸び悩んでいた。94年，
CEOに就任した周厚健は，同社停滞の要因が単品経
営とブランド力の弱さにあると考えた。就任後，周は
「高技術，高品質，高レベルのサービス，国際ブラン
ドを構築する」との方針を掲げ，テレビ単品の経営か
ら，家電分野全体に多角化を進め，海信集団というグ
ループ会社を結成し，商標を「海信（Hisense）」に統
一した。海信は海爾の後を追うように，エアコン，パ
ソコン，携帯電話機などに多角化し，総合電器メー
カーへの道を歩んだ（天野［2005］126－127頁）。多
くの中国企業と同じようにM＆Aを繰り返しながら
大規模化し，2006年，科龍電器を買収して大手家電
メーカーの仲間入りをした。科龍は，1984年設立の
郷鎮企業「広東順徳珠江氷箱廠」を前身とする大手家
電メーカーであったが，05年には元董事長が資金横
領で逮捕されたり，役員会メンバーが定員割れをおこ
したりして中国の会社法に抵触するなど，何かと証券
市場などでは問題視される会社だったが，海信グルー
プに入り立ち直っている。
中国国内海信グループは，現在，技術力とマーケ
ティングが優れた企業としての評価を得ている。「し
かし中国の家電品の研究開発や技術水準は，日韓メー
カーや欧米メーカーと比べてまだまだ劣っている」
（梅鋒峰同社副総経理談）のが現実である。海信は全
額出資で日本法人を設立して日本に進出，2011年 3
月，ノジマ32）の首都圏などの全 94店で，19～32型の
中・小型 4機種を「ハイセンス」ブランドで販売し
た。発光ダイオード（LED）のバックライトを採用し
た 32型の店頭価格は 3万 9，800円と，同等の国内メー
カー品より 3割強安くし，修理などアフターサービス
は国内の大手電機メーカーと連携した33）。しかし，売
れ行きは先行して日本進出を果たしているハイアール
の同様に芳しくない。その理由のひとつに技術上の問
題，たとえば液晶の弱点である視野角度の問題，すな
わち斜めから見ると明るさが減じたり，色調が反転し
たり，特定の色が見えにくくなったりすることが指摘
されている。巷間，技術力の Hisenseといわれるが，
世界レベルから見るとギャップがありそうである。
しかし，最近の新聞報道によると、ハイセンスとソ
ニーが TV事業で提携交渉を進めていることが判明し
た34）。ハイセンス側がソニー製テレビの組み立て生産
を受託したり，ハイセンスがもつ中国国内の販路をソ
ニーが活用したりすることなどが狙いと考えられる。
交渉の行方はまだわからないが，提携交渉の背景には
ハイセンスの技術水準が向上し，一定の信頼の裏付け
があると思われる。
写真 3 青島市・国美電器における海信の売場 写真 4 青島市・蘇寧電器における海信の売場
（撮影者：趙時英） （撮影者：趙時英）
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2 海信のチャネル戦略35）
海信集団はテレビの開発・生産が中心であるが，グ
ループ内には白物家電の部門をもつ総合家電メーカー
で，2グループ，主要 3ブランドより構成されてい
る。最近の推定によると，テレビの国内シェアは 15％
でトップ，青島地区シェアは約 60％と高いシェアを
握っている36）。現在，中国全土で事業展開をしている
家電メーカーはハイアールと海信の 2社だけで，両社
とも 1，2級都市では家電量販店中心に販路を確保，
一部例外もあるが，専売店はほとんど組織していな
い。現在，本社の販売チームには 1万人以上が所属し
ている。地域によりマーケティング・チャネルは大き
く異なり，小売段階では，第 1，2級市場は家電量販
店，スーパー（総合超市），百貨店，第 3，4級都市で
は専売店が主に消費者に対する販売機能を担っている
（図 3参照）。1980年代から現在に至るまで蘇寧電器
や国美電器などの全国家電量販店成長してきている
が，一方，広大な国中国では，家電品市場の 7割以上
を占める地方市場においては，専売店の存在が相変わ
らず大きい。最近では，多くの家電製品の普及がこれ
からである地方市場では，政府による「家電下郷」政
策を背景に，滙銀家電のようなローカルな量販店が地
域によっては成長している。ハイセンスでは，米ベス
トバイ傘下の江蘇五星電器もこうしたローカルな量販
店のひとつとして位置付けている。
中国のマーケティング・チャネルの特徴は，家電品
に限らず多くの商品で，市場規模によってその方式が
大きく異なることである。ハイセンスの販売先は，全
国家電量販店が 20－30％，地方家電量販店，スー
パー，百貨店などが 15％，専売店が 50％，その他
（ネットショッピングなど）が 5％であるが，それぞ
れ中間流通の長さには差がある。蘇寧電器や国美電器
などの全国量販店はワンステップ流通であり，それ以
外のチャネルは，ハイセンスが全国の 1級都市に展開
する 24の販売会社が介在する。さらに 2級都市以下
では，約 100社の省級代理商（AVが 48社，白物家電
が 50社）を経由して川下に流れていく。小売販路の
イメージとしては，1級都市は全国量販店，2級都市
は百貨店，3，4級都市は個人経営の専売店というこ
とになる。
青島の場合は，ジャスコ，ウォルマート，カルフー
ルなどの総合超市も健闘しており，非家電専門店での
販売割合が高くなっている。蘇寧電器や国美電器など
の全国量販店は，帳合上は直接流通になっているが，
実際は，海信の販売会社が物流機能を遂行し各量販店
の店舗に配送するケースが多く，店舗立地によっても
異なり一律の対応は行われているとはいえない。3，4
級都市のチャネルは，販売会社，省級代理商，専売店
図 3 ハイセンスのマーケティング・チャネル
出所）ヒアリング（2011年 12月）から作成。
注）チャネル別シェアは推定は梅鋒峰・副総経理（営業担当）の推定。
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のチャネルが中心であり，全体の過半を占めている。
専売店は，全て個人経営の家電店から出発し，その後
専売店となった店舗が多く，伝統的店舗で販売を行っ
ており，3，4級都市を中心として全国で数万店存在
しているが，専売店というのは名称だけでほとんどは
併売店と思われる。販売会社は，1級都市の百貨店，
総合超市などの大型店と 2級都市の省級代理商に対す
る卸売機能を担当している。代理商の機能は 2級都市
の百貨店，総合超市などの大型店と 3，4級都市の専
売店に対する卸売り機能を担当しているが，白物と
AVの代理商では若干役割が異なり，AVでは金融，回
収，物流を行い，白物はこれらの他に店舗開発を行っ
ている。代理商と専売店の関係をみると，人間関係で
つながっていてメーカーの統制力はあまり及んでいな
いとのことである。
3 新たな専売店チャネルかこれから
通常中国では同一メーカーでも，白物，AV，パソ
コン，携帯電話の 4つは，全くチャネルが異なること
が多いので一括りにして捉えることができない。ハイ
センスでも，取引時に製品ごとに省級代理商を指定す
るので，ハイアールと同様にライン全体で捉えるとは
なはだ複雑なチャネルになる。また，携帯電話などは
全く別チャネルで展開されている。
中国の家電メーカーで専売店網が整備されているの
は，白物家電を販売するハイアールといわれている。
ハイアールは白物家電品の生産は個人企業から成長
し，AV製品は国営企業からスタートしたこの出発点
の違いが，チャネルに大きな影響を及ぼした。ハイ
アールは白物家電については，専売店のチャネルを早
くから構築したのに対し，AVは近年急成長してきた
ために，対応が追いつかず，整備し始めたのはここ数
年のことである。しかし近年では，既に紹介したよう
に，大都市でもサービス機能を備えたハイアールの全
商品を扱う近代店な専売店の展開を始めている。これ
に対してハイセンスは，こうした新たな専売店は青島
市内でもまだないが，現在検討中のこととのことであ
る（青島ジャスコ黄島店の家電売場・海信派遣社員
談）。また，電子商取引も急速に普及し，直販サイ
ト，家電品売場の提供サイト両方とも好調であるが，
海信の場合は，B to Bしか行わず，直接消費者に販
売を行っていない。ネットの卸売りは従来のチャネル
とは補完関係にあり，競合はしないと考えている（ハ
イセンスの関係者談）。
Ⅳ まとめと課題
中国の家電品流通は，今までは蘇寧電器や国美電器
などの家電量販店主導型の流通が全体を凌駕する印象
がもたれていたが，本論文の調査分析ではこれに反す
るいくつか興味深い発見があった。ごく最近における
中国家電市場の状況を，多くの資料や現地調査を交え
て明らかにしてきたので，小売市場における競争を特
徴付けている異業態間競争，商品流通の主導権，立地
の 3つの要素から，新たな展開の要約を行おう。さら
に，小売競争の激化が大手家電メーカーの研究開発費
を枯渇させ，生産技術の向上を阻害しているのではな
いかという仮説を検証したい。
（1）活発な異業態間競争と新たなビジネスモデル
中国の家電市場は，生産段階はメーカー数が多く競
争的で，家電量販店が成長しやすい状況にあり，M＆
Aなど様々な経緯を経ながら二大家電量販店に成長し
た蘇寧電器や国美電器は，大都市を中心に順調に売上
を伸ばしてきた。しかしながら中国市場は巨大であ
り，大手家電量販店の全国シェアは 3割に過ぎず，大
都市で勢力を伸ばしているだけで，地方の浸透はこれ
からであった。その間隙をついて，「家電下郷」など
の農村優遇措置を背景に，地域に根付き物流やサービ
ス提供を武器に新たな家電量販店が成長，一方ハイ
アールでは量販店に対抗するために 2008年頃から，
全国の 1級都市，2級都市では，完全系列化したサー
ビス機能を持つ専売店網づくりを始めている。また，
京東商城などにより家電品のネットショッピングがは
じまり，タオバオの家電販売城や蘇寧電器の通販サイ
トなど競争企業も参入，ヤマダ電機も近々，店舗在庫
を活用したサイトを立ちあげると発表し，ネット
ショッピングは完全にテイクオフしている。このよう
に，中国において家電品の小売市場の異業態競争は活
発化している。
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家電品流通の主導権は，大都市では家電量販店など
大規模小売企業が掌握し，地方都市では家電の専売店
が機能を発揮して棲み分けが行われているという理解
があったが，現実には必ずしもそうではない。確かに
大手量販店は店舗数と売上高が増加するにつれて，仕
入数量が大きくなりバイイングパワーを発揮して有利
な取引条件を引き出したり，専用商品の開発などが行
われたりしている。しかし中国ではどの業態の家電品
売場でも販売は派遣社員が専ら行うので，量販店側に
は価格決定の裁量の余地が小さく，このことが価格の
安定に寄与している。ハイアールやハイセンスなどの
有名ブランドメーカーの製品は，現在でも派遣店員制
度の商慣行により，多少の鞘があるとはいえ販売価格
はどの業態でも類似していると思われる。こうした小
売市場における価格スプレッドの小ささが，異業態間
競争を活発させているということを指摘できる。
中国の家電量販店は，売場を画分けして，家電メー
カーに貸し出し賃貸料を受け取っているに過ぎない。
ある調査によると，各メーカーのブースの場所や面積
は，賃貸料や過去の実績などに基づいて決まり，上海
にある蘇寧電器の旗艦店の場合，エスカレーターの正
面にある 1等地の区画（15～25 m2）の賃貸料は年間
65万元（約 980万円），隣の区画でも 45万元（約 680
万円）もする（『日経ビジネス』［2008年］）。各ブー
スには常駐している販売員は全て各メーカーからの派
遣で，原則として量販店の社員は販売を行わない。す
なわち売場づくり，品揃え，価格設定などはすべて
メーカー側が行っているのである。要は，家電量販
店，百貨店，総合超市でも家電品売場は同じような
「作り」になっているといえる。しかしこうした売場
の販売員は自社製品中心の営業になり，従って競合製
品の比較情報の提供など，必ずしも顧客の欲求に答え
ることはできなかった。
今まで中国の家電量販店は，業態コンセプトを確立
することができなかったこととともに，本来の意味で
中国の家電量販店が商品流通のリーダーシップを奪え
ないもうひとつの理由は，チェーンストア経営の未成
熟にある。量販店の成長が急であり，チェーンストア
としての「組織能力」（organizational capability）の向
上や人材の育成が間に合わず，規模の利益（scale
merit）があまりえられない状況が続いていた37）。そ
れにも関わらず業績が好調で順調に成長しえた大きな
要因は，中国家電市場そのものの成長であり活況で
あったといえるだろう。
これらを背景に米ベストバイは，2007年から商品
別の売場構成，そして家電メーカーの派遣要員に依存
しない日本型の店舗展開を始めたが，時期尚早だった
のか，サービス・価格政策が顧客に指示されずに撤
退，11年，それまで展開していた「ベストバイ」の
全店舗を閉鎖，売却した。これに対して，10年 12
月，ヤマダ電機は同社にとっては海外 1号店となる
「亜瑪達」（ヤマダ）を瀋陽にオープンした。瀋陽店の
売場面積は東京・池袋の旗艦店とほぼ同等の約 2万
4，000 m2と中国家電量販業界でも最大級である。山
田昇会長は，「サービス，商品戦略など日本と同じ形
で展開する。地方都市の瀋陽で成功すれば中国全土で
の展開が可能だ」と述べている38）。ヤマダ流のポイン
ト会員制度も導入し，顧客の固定化を急ぐ方針である
（2011年 5月現在，会員数は 20万人超）。次いで，11
年 6月，天津市に 2号店をオープン，売場面積は 1万
5，000 m2，地上 1～5階の売場に日本メーカーを中心
にした家電製品や日用雑貨など 100万品目をそろえ，
レストランも開設，販売スタッフは日本への留学生や
現地採用者らを自前で育成した。なお，瀋陽店は自社
物件だが天津店は賃貸物件と異なる39）。12年 4月には
写真 5 中国でいちばん人気のハイセンス製液晶 TV（55
インチ LED 3D）
（撮影者：関根）
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蘇寧電器の本社がある牙城・南京市に 3号店（1万
6，000 m2）を開店，さらに 13年 3月には上海に 4号
店（1万 5，000 m2）を予定している。
これに対して，出資比率 6割強に引き上げてラオッ
クスを子会社化した蘇寧電器も，2011年大晦日，南
京市に「ラオックス」1号店を出店した。蘇寧電器が
ラオックスと提携し，子会社化した最大の狙いは，日
本式家電量販店の業態コンセプトを移転し，賃貸商売
からの脱却することにある。正規社員が複数メーカー
の製品を比較しながら説明する日本式の接客スタイル
を取り入れることで，中国の中間層を取り込むことを
考えている。
また，欧州最大の家電量販店である独メトロも，ヤ
マダの 1号店と同じ 2010年 12月，上海・淮海路の伊
勢丹 1号店の跡地に「万得城」（メディア・マルクト）
をオープン，売場面積は 9，500 m2と同社にとっては
世界で2番目の広さという。出資比率はメトロが75％，
それと EMS（電子機器の受託製造サービス）世界最
大手の台湾メーカー・鴻海精密工業が 25％の合弁で
ある。12年までに上海で 10店舗以上，5年間で中国
に 100店以上展開する計画も発表している40）。ベスト
バイは不振が伝えられるが，ヤマダとメディア・マル
クトは今後の積極展開を表明しており，いずれにして
も家電量販店の日米欧の強豪リテイラーが出そろった
ことになる。
中国の家電市場では，規模の利益と別の新たな競争
優位の資源獲得の模索が始まっている。そのひとつが
ハイアールによる専売網づくりであり，もうひとつが
ヤマダやラオックスなどの参入や国美電器によるベス
トバイの買収による日本式ビジネスモデルの移転と構
築といえる。ただこれらの成否は今後見守る必要があ
るだろう。
（2）今後の課題
生産段階の市場が競争的であればあるほど，価格は
競争価格の近くで均衡すると考えられる。それは小売
市場において家電量販店の成長を促進し，量販店は
チェーンストア経営の特徴を活かし有利な集中仕入に
よる価格競争を激化させるからである。その結果家電
メーカーは，生産者余剰（producer surplus）が減
少，研究開発費を枯渇させ，ひいては生産技術の向上
を阻害すると考えられていた。
中国の家電品の生産構造は，韓国の複占の生産構造
とは対局にありながら，小売段階では韓国と同様に，
異業態間の価格スプレッドは小さく，その結果，専売
店（韓国の場合は大型直営店）や百貨店が家電品の小
売り販売で一定の役割を果たすことを可能にしてい
る。その理由として，家電量販店の業態コンセプトや
組織行動が未発達かつ不十分ということがあるにして
も，派遣店員が価格維持の監視役としての役割を果た
し，生産者余剰を確保し，中国家電メーカーの技術水
準を確実にアップさせていることが推測される。
独占禁止法の運用実態や中国独自の企業統治が、こ
れらの問題とどう関係しているかはこれからの研究課
題である。
本論文は，平成 24年度科学研究費補助金（基盤研
究（B），課題番号 22330132，研究代表者・関根孝）
による研究成果の一部である。
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売店）販売担当・張麗氏に対する聞き取り調査による
（2012年 3月）。
30）「国家 863」は「国家ハイテク研究発展計画」のこと。
31）「火炬計画」とは，1988年にスタートしたハイテク産業の
開発，蓄積，振興を目的とする国家プロジェクトのこ
と。
32）1959年，相模原に設立された野島電気工業社が前身。
2010年 12月 1日現在，ノジマ直営の家電量販店は神奈川
県を中心に東京・埼玉・千葉・茨城・静岡・山梨・長
野・新潟の計 9都県に 88店舗を展開。連結売上高 1，670
億円，単独では 1，180億円（2010年 3月期）。09－10年
にかけて，ラオックスの 10店舗がノジマに転換した。
33）日本経済新聞電子版（2011年 3月 3日付）。
34）産経ニュース（2011年 4月 12日付）。
35）ここは主に，海信・営業部副総経理・梅鋒峰氏に対する
ヒアリングによる（聴き手は専修大学の石川和男・趙時
英氏）。
36）「家電販売協会」は北京にしかないので，全国シェアは明
確に把握できない。
37）チェーンストアの「組織能力」（organizational capability）
については，矢作敏行［2011］を参照。
38）日本経済新聞（2010年 12月 6日付）。
39）日経MJ（2011年 5月 13日付）。
40）日経MJ（2010年 12月 24日付）。
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